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ごあいさつ 
 
（社）日本印刷産業連合会では、環境保全活動を社会的責任と位置づけて取り組

んでいます。具体的には、各種環境関連法令・条例への対応、業界自主基準の制定

とその徹底、更には環境優良工場の表彰やグリーンプリンティング認定制度などが

あります。特に、深刻化する地球環境問題の中で温暖化対策は印刷業界にとっても

重要課題であると認識し、自主行動計画を策定して推進・強化しています。  
地球温暖化対策は喫緊の課題であり、「気候に悪影響を及ぼさない水準で大気中

の温室効果ガスの濃度を安定化させると同時に、生活の豊かさを実感できる社会」

と定義されている低炭素社会の構築が進められています。平成 20 年 6 月に福田総

理（当時）が発表した『「低炭素社会・日本」を目指して（福田ビジョン）』で、「見

える化」としてカーボンフットプリントに言及しました。その後、洞爺湖サミット

を経て、同年 7 月に閣議決定された「低炭素社会づくり行動計画」ではカーボンフッ

トプリントの普及を挙げ、『できるだけ多くの商品や食品、サービスにおいて、そ

の温室効果ガス排出量等が消費者に「見える化」されることを目指す』としていま

す。この経緯の中で、平成 21 年 4 月から、経済産業省が中心となり、環境省、農

林水産省及び国土交通省との連携のもと「カーボンフットプリント制度の構築及び

国際標準化に向けた取り組み」事業が強力に推進されています。 
そこで、平成 21 年度に引続いて平成 22 年度の本調査事業も、カーボンフットプ

リントを取り上げ、紙製容器包装とプラスチック製容器包装のライフサイクルにお

ける温室効果ガス排出量の算定方法について調査研究を行ってきました。 
具体的には、国内外におけるカーボンフットプリント制度や動向に関する調査、

モデル工場で温室効果ガス排出量の算定に必要なデータの実測・収集、カーボン

フットプリントの算定方法や手続きについての調査を実施し、成果物としてガイド

ラインを策定しました。更に本調査研究を通じて、カーボンフットプリントに対応

するための課題と提言についても取りまとめました。 
この課題と提言には、印刷業界や印刷機械業界に加え、ライフサイクルの川上で

ある原材料を提供する製紙業界、プラスチック業界、インキ業界及び製版機材業界

のみならず、ライフサイクルの川下である食品業界、医薬品業界等も含めたカーボ

ンフットプリントの運用と普及に関して今後解決すべき課題と対応すべき方策を

示唆しておりますので、今後の印刷関連業界の地球温暖化対策とこれを通した印刷

に関わる産業の発展に役立てば幸いです。 
 本調査研究事業の実施にあたり、ご指導、ご協力を受け賜りました経済産業省、

財団法人 JKA、学識経験者、委員各位並びにヒアリング調査等にご協力いただきま

した関係各方面の皆様に厚く御礼申し上げます。 
 
 平成 23 年 3 月 
                      社団法人 日本印刷産業連合会 
                      会  長   猿 渡  智 



はじめに 
 
2009 年から試行を始めた我が国のカーボンフットプリント(CFP)制度は、すでに

80 以上の PCR(Product Category Rule)を認定し、140 を超す商品の CFP が検証さ
れ、一部は実際に販売されている商品に表示されている。また、世界各国でも取り
組みが進み、先行した欧州ばかりでなく、中国、韓国、タイなどアジアでの広がり
も見せている。さらに ISO による国際標準化の検討も進んでいる。 

この CFP は、温室効果ガス(GHG)排出量の見える化によって、事業者における
サプライチェーンの改善と消費者による環境配慮製品の選択を推進し、温暖化とい
う地球の抱える喫緊の課題の解決に全てのステイクホルダーを参加させるという
大きな意義がある。特に、事業者にとっては、PCR に基づいて CFP 算出のための
データを調査したり、計測したりすることによって自身やサプライヤー、ユーザー
が排出する GHG を定量的に知ることになり、エネルギー消費の多いプロセスを認
識し、改善する活動に結びつけることができる。そして、そのような活動の継続に
よって、ムダをなくし、コスト削減にも結びつくことが期待できる。公共調達の進
め方を規定するグリーン購入法でも CFP マークを参考にして物品調達に努めるこ
とが明記されており、将来は CFP の検証を受けた商品が市場で有利になるだろう。 

社団法人日本印刷産業連合会（日印産連）では、2009 年に「出版・商業印刷物
（中間財）」の PCR を策定して認定を受け、2010 年には、「宣伝用および業務用印
刷物」や「紙製容器包装（中間財）」の PCR 策定の主導、「プラスチック製容器包
装」の PCR 策定への協力を行い、いずれもすでに認定を受けた。容器包装は、ほ
とんどすべての商品に付随するものであり、商品を安全に輸送したり、商品本体を
保護したり、その表面への印刷によって消費者の選択のための情報提供媒体となっ
ている。このため、一般の商品の CFP を算出するためにも必須の構成要素であり、
これらの PCR の重要性は格段に高い。一方で、PCR は CFP 算定のルールを決め
た文書であるが、現場では PCR を参照するだけで CFP 算定をすることは大変に難
しい。その中で、日印産連が 2009 年度に作成した「出版・商業印刷物（中間財）」
の GHG 排出量算定ガイドラインは、実務者が実際に収集すべきデータやその加工
手順を具体的に示したものとして、関係者の間では高く評価された。2010 年度は、
引き続き「紙製容器包装（中間財）」、「プラスチック製容器包装」の GHG 排出量算
定ガイドラインを作成した。本ガイドラインは、具体的な事例として、菓子箱、紙
ラベル、紙袋、およびフィルム系の４種類について実際的な CFP 算定手順を示し
たものであり、多くの CFP 算定実務者にとっての助けになるであろう。また、こ
の PCR に限らず、一次データ収集の実務を理解する手助けにもなるであろう。 

このように、PCR 策定に加え、実務者向けのガイドラインを自主的に作成し、事
業者の取り組みを積極的に促進する日印産連の活動は、自らの産業が環境配慮産業
となることを宣言し、一層推進しようとしていることの現れであり、他の産業の模
範となるものである。CFP 制度への参加者が増えることによって事業者の温室効果
ガス排出削減活動が推進され、消費者が CFP マークを商品選択の参考にする社会
が実現されることを大いに期待する。 

最後に、本ガイドラインの作成に尽力された日印産連カーボンフットプリント研
究委員会委員の各位に敬意を表する。 

 
平成 23 年 3 月 

カーボンフットプリント研究委員会 
委員長  平 尾 雅 彦 
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I． 調査研究の趣旨 
 
我が国のカーボンフットプリント制度に基づき、紙製容器包装（中間財）とプラスチッ

ク製容器包装の CO2排出量を算定するための基準（PCR:商品種別算定基準）が策定・公表

された。算定対象範囲は、原材料調達段階である容器包装原材料調達段階、容器包装製造

段階と容器包装輸送段階、消費者の使用後における廃棄・リサイクル段階である。しかし、

容器包装の製造工程に携わっている事業者は、その規模や事業内容、保有する生産設備等、

多種多様であり、これらの事業者が策定された基準のみに基づいて一様に CO2 排出量を算

定することは難しいことが想定された。 
したがって、「商品種別算定基準（PCR）（認定 PCR 番号：PA-BB-02）対象製品：紙製

容器包装（中間財）」（以下、「紙製容器包装（中間財）」PCR と言う）と「商品種別算定基

準（PCR）（認定 PCR 番号：PA-BC-02）対象製品：プラスチック製容器包装」（以下、「プ

ラスチック製容器包装」PCR と言う）に基づき、印刷事業者が自らの CO2排出量を算定す

る際に役立つサンプルケースを充実させるなど、実際の現場に即して分かりやすい「算定

ガイドライン」策定を実施した。 
 

１．調査研究の目的 
 

（１） 印刷事業者が「紙製容器包装（中間財）」PCR または「プラスチック製容器包装」

PCR に基づき、CO2排出量を算定する際の、カーボンフットプリント算定方法に関

する研究 
（２） 印刷事業者が「紙製容器包装（中間財）」PCR または「プラスチック製容器包装」

PCR に基づき、算定する際の「事業者のための GHG 排出量算定ガイドライン」の

作成 
 

２．調査研究の内容 

(１) カーボンフットプリント算定方法の研究 

① カーボンフットプリントの国内制度および PCR ルールの改訂内容の確認 

2009 年度の試行事業を踏まえ、カーボンフットプリント制度の基本ルールが改訂さ

れた。カーボンフットプリント制度とそれに伴う PCR 改訂の内容を理解し、「事業者

のための GHG 排出量算定ガイドライン」に反映させる。 

② モデル事業者工場における活動量データ収集 

モデル事業者工場に協力を得て、活動量データを収集した。実測結果を元に活動量

データの配分方法における CO2排出量の差異の調査を行う。 
 

③ カーボンフットプリントの海外動向の調査 

先行している欧州等の海外のカーボンフットプリント（以下、CFP とする。）の動

向調査を行う。海外動向はカーボンフットプリントの ISO 化（ISO14067）や、英国
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の製品 CFP の評価ガイドラインである「PAS2050」、欧州各国の印刷関連事業団体の

カーボンフットプリントへの対応動向やガイドライン発行等の取組状況の調査を行う。 
 
 

(２) 調査研究の報告 

① 「印刷産業における事業者のための GHG 排出量算定ガイドライン」策定 

「紙製容器包装（中間財）」PCR と「プラスチック製容器包装」PCR、（１）算定方

法の研究を基に、カーボンフットプリントの算定対象製品について、印刷事業者が自

らの該当するプロセスの CO2排出量を算定するための「事業者のための GHG 排出量

算定ガイドライン」を策定する。 
 

② 周知用パンフレットの作成 

日本印刷産業連合会の会員企業向けに、「紙製容器包装（中間財）」と「プラスチッ

ク製容器包装」さらに、「出版・商業印刷物（中間財）」におけるカーボンフットプリ

ントの周知用のパンフレットを作成する。 
 

③ 調査研究報告書の作成 

本調査研究の内容を報告書にまとめる。




